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 本審議会は、令和３年７月２１日付け新水経第１１号で 

諮問を受けた「持続可能な水道事業経営及びそれを支える 

水道料金の在り方について」及び「持続可能な公共下水道 

事業経営及びそれを支える下水道使用料の在り方につい 

て」慎重に審議を重ねた結果、当審議会として結論を得ま 

したので、ここに答申いたします。 

 

令和４年１月○○日 

 

 

新居浜市長 石 川 勝 行 様 

 

 

新居浜市上下水道事業運営審議会  

会 長  羽 鳥 剛 史 
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持続可能な水道事業経営及びそれを支える水道料金の在 

り方について 

 

 

 

１．水道事業経営 

 水道事業については、市民生活や社会活動を支える重要なライフラインとし 

て、安心・安全な水を安定的に供給するという役割を果たしてきた。人口減少 

や節水機器の普及などにより水需要は減少傾向にあり、それに伴い水道事業経 

営の根幹をなす水道料金収入は減少の一途をたどっている。一方で、水道施設 

の多くが老朽化し、施設の更新や耐震化などへの多額の投資が不可避となって 

おり、今後は非常に厳しい経営状況が見込まれる。 

 こうした状況の中、水道事業は独立採算制を前提とする地方公営企業として 

運営されており、自ら対策をとっていく必要がある。 

 

２.料金改定 

 減少傾向が続く水需要の動向、更新需要の増大が見込まれる水道施設の状況及び

財政状況の悪化が懸念される経営状況から判断すると、水道料金の値上げはやむを得

ない。 

 

３．料金改定率 

 料金算定期間を令和４年度から令和７年度までの４年間とし、平均３２．８％の

引き上げをすることが適当である。 

 

４．料金改定の時期 

 市民への十分な周知期間を確保したうえで、令和４年度中のできるだけ早い時期

に改定するのが適当である。 
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５．料金体系 

水道料金の体系の大別として、用途別と口径別の体系があり、新居浜市では用途別

の体系が採用されている。負担の公平性や料金体系のわかりやすさから口径別を採用

する事業体が全国的に増加しているが、口径別導入に当たり一定の周知期間が必要で

あることから、今回の改定では現行の用途別の料金体系を採用することが適当であ

る。次回の改定では、口径別導入を検討されたい。 

基本料金については、費用の大半を占める固定費を回収するため、その割合を高め

ることが望ましいが、あわせて、家庭用少量使用者の値上げについては極力配慮され

たい。 

 従量料金については、水需要の増減に収入が影響されない体系として、経営の安定

性から逓増度を緩和することが適当である。 

 また、費用負担の公平性を保つため、家庭用・業務用・大口用の用途別使用者間の

負担のバランスを保つよう配慮されたい。 

 

６．水道料金の定期的な見直し 

 水道料金の改定は、平成９年４月以来、消費税率改定を除き今日まで行われてこな

かった。今後は、経営状況や社会情勢の変化等を考慮しつつ、４年に一度料金改定の

必要性について検証することが適当である。 

 

付帯意見 

１．経営の健全化 

 これまでの経営努力は評価するが、今まで以上に支出削減や新たな収入確保などに

取り組み、将来世代への負担をできるだけ軽減できるよう、効率的な経営に向けたあ

らゆる努力をされたい。 

 

２．料金改定の市民周知 

 水道料金の値上げは、市民生活や経済活動に大きな影響を与えることから、様々な

手段を講じて市民の理解が得られるよう、効果的な広報活動に努められたい。 
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持続可能な公共下水道事業経営及びそれを支える下水道 

使用料の在り方について 

 

 

１．下水道事業経営 
下水道事業については、欠かすことのできない重要な社会基盤として、浸水被害を 

軽減し衛生的な生活環境を確保する役割を果たしてきた。下水道事業を取り巻く環境

は、水需要の減少により下水道使用料収入は、今後横ばいから減少に転じる見込みで

ある一方で、施設の耐震対策、老朽化対策及び維持管理費が大幅に増加していくこと

が想定され、あわせて汚水事業において一般会計からの補てんに依存していることが

課題となっている。 

こうした状況の中、下水道事業は独立採算制を前提とする地方公営企業として運営 

されており、自ら対策をとっていく必要がある。 

 

２.使用料改定 

 水需要の減少により、今後横ばいから減少に転じる見込みの使用料収入、耐震対策

や老朽化対策の増大が見込まれる下水道施設の状況及び財源不足を一般会計からの補

てんに依存している経営状況から、段階的に自立した経営に移行するためには、下水

道使用料の値上げはやむを得ない。 

 

３．使用料改定率 

 料金算定期間を令和４年度から令和７年度までの４年間とし、平均８．７％の引き

上げをすることが適当である。 

 

４．使用料改定の時期 

 市民への十分な周知期間を確保したうえで、令和４年度中のできるだけ早い時期に

改定するのが適当である。 

 

  



 

 
6 

５．使用料体系 

 基本料金については、使用水量の増減に影響を受けにくい料金体系とするため、使

用料収入に占める基本料金の割合を高めることが適当である。 

 従量料金については、費用負担の公平性から逓増度を緩和することが適当である。 

  

６．下水道使用料の定期的な見直し 

 下水道料金の改定は、平成２２年４月以来、消費税率改定を除き今日まで行われて

こなかった。今後は、経営状況や社会情勢の変化等を考慮しつつ、４年に一度料金改

定の必要性について検証することが適当である。 

 

 

付帯意見 

 

１．経営の健全化 

 これまでの経営努力は評価するが、今まで以上に支出削減や新たな収入確保などに

取り組み、将来世代への負担をできるだけ軽減できるよう、効率的な経営に向けたあ

らゆる努力をされたい。 

 

２．料金改定の市民周知 

 下水道使用料の値上げは、市民生活や経済活動に大きな影響を与えることから、

様々な手段を講じて市民の理解が得られるよう、効果的な広報活動に努められたい。 

 

 

附属資料 

１．諮問書（写） 

２．水道事業に関する審議経過 

３．下水道事業に関する審議経過 

４．新居浜市上下水道事業運営審議会 委員名簿 

５．審議会開催状況 

６．新居浜市上下水道事業運営審議会条例 
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【附属資料 １】 諮問書（写） 
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【附属資料 ２】 

水道事業に関する審議経過 

 

水道事業は、地方公営企業法において、その経費は当該地方公営企業の経営に伴う

収入をもって充てなければならないとされている。あわせて、同法において料金は、

能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保

することができるものでなければならないとされており、当審議会は、 

「１．経営戦略に基づく財政計画の策定」、 

「２．料金水準の算定」、 

「３．料金体系の設定」の手順で審議を行った。 

 

１．経営戦略に基づく財政計画の策定 

 新居浜市水道事業経営戦略をもとに、料金算定期間を設定したうえで算定期間内

の水需要を見込み、財政計画を策定した。 

 (1)料金算定期間の設定 

 国から概ね３年から５年ごとの水道料金の検証と見直しを求められていることな

どから、料金算定期間は令和４年度から７年度までの４年間とした。 

(2)水需要予測 

 これまでの実績や人口推計などをもとに、水需要を予測した。 

(3)事業計画の策定 

 水道事業の現状と課題を整理するとともに、中長期的な事業運営方針として、更新

需要の見通しと財政収支の見通しを均衡させて策定した水道事業経営戦略をもとに、

算定期間中の事業計画を策定した。 

(4)財政計画の基本方針 

ア 投資計画の実行 

 管路や施設の老朽化対策や耐震対策を計画的に進めるため、投資計画について先送

りすることなく実施する。 

イ 企業債残高の縮減 

 類似団体などと比較してかなり高い水準にある企業債残高について、新規借入額を

元金償還額の範囲内に抑制し、将来世代に過大な負担を残さないように企業債残高を

減少させる。 
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ウ 資金残高の確保 

 日々の運転資金とともに、大規模災害が発生し一定期間収入が途絶えたとしても、

早期復旧や応急給水等の対応ができるよう、資金残高については１０億円程度を確保

する。 

  

２．料金水準の算定 

 財政シミュレーションを比較検討した結果、次の結論に至った。 

(1)財政シミュレーションの結果 

ア 現行料金で据え置いた場合 

 収益的収支については、現在は純利益を確保しているが、数年後には純損失が発生

し、あわせて資金収支も底をついて資金ショートすることから、財政計画の基本方針

のうち、投資計画の実行と、資金残高の確保が困難となることから、料金改定を検討

する必要があると判断した。 

イ 料金改定を実施した場合 

 総括原価方式で料金水準の算定を行い、資産維持率１％（２０．３％改定）、２％

（３２．８％改定）、３％（４５．２％改定）の３つのパターンについて財政シュミ

ュレーションを行った。資産維持率は３％が標準とされているが、２％（平均３２．

８％の料金改定）の水準であれば、投資計画の実行、企業債残高の縮減と資金残高の

確保の３つの基本方針をすべて達成することができ、必要な投資と財政のバランスが

取れて持続的な経営が可能となることから、この改定率をもって料金改定することが

適当であると判断した。 

(2)料金改定の時期 

 財政シュミュレーションの結果、料金改定は早期の実施が望まれるが、市民への周

知期間の確保を考慮し、令和４年度中のできるだけ早い時期に改定することが適当で

あると判断した。 

 

３．料金体系の設定 

 料金体系については、公正妥当なものでなければならず、かつ健全な経営を確保

できるものでなければならない。平均改定率に基づく料金収入の総額について、水道

使用者にどのように配分して負担してもらうか、料金体系について検討を行った。 

(1)料金体系の現状 

 新居浜市の料金体系は、水道水の使用用途によって区分された用途別料金体系で、

基本料金と従量料金からなる二部料金制である。また、従量料金については水をたく
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さん使うほど料金単価が高くなる逓増性の料金体系を採用している。 

 

 (2)料金体系の課題 

ア 料金体系の大別 

 負担の公平性や料金体系のわかりやすさから口径別を採用する事業体が全国的に

増加しているが、口径別導入に当たり一定の周知期間が必要であることから、今回の

改定では現行の用途別の料金体系を採用することとする。 

イ 基本料金 

 水需要の減少が続く一方で、世帯人数の減少などから件数は増加しており、検針

費やメーター代などの経費は増加している。また、減価償却費が増加していることか

ら固定的経費は増加しており、固定的経費の相当部分を従量料金とする現行の料金体

系のままでは必要な固定的経費を賄うことができなくなる。 

ウ 従量料金 

 水需要が減少し、水道施設の整備が拡張から維持管理に転じている中で、費用負担

の多くを大口使用者に求める根拠が小さくなりつつある。また、水需要が減少する中

で、逓増性の料金体系は需要の減少以上の収入減を招いている。 

(3)見直しの方向性 

 料金体系の現状と課題を踏まえ、次のとおり見直しの方向性を定めた。 

ア 料金体系の大別 

 口径別導入の検討は次回料金改定時に行うこととする。 

イ 基本料金及び家庭用少量利用者への配慮 

 水需要の増減に収入が影響されない料金体系とするために、料金収入に占める基本

料金の割合を高めることが適当である。あわせて、一人暮らしの高齢者や年金生活者

など家庭用少量使用者へ、引き続き配慮することが適当である。 

ウ 従量料金 

 経営の安定性及び負担の公平性の観点から、逓増度を緩和することが適当であ

る。 

エ 用途別使用者間のバランス 

 家庭用と業務用の基本料金の格差や、大きく優遇されている大口用基本料金など、

負担の公平性の観点から用途別の家庭用・業務用・大口用の使用者間の負担のバラン

スを保つことが適当である。 
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料金表（案） 

     
（税抜き） 

用途 

基本水量、基本料金 

（１月につき） 

従量料金 

（１立法メートルにつき） 

  現行 改定後   現行 改定後 

家庭

用 

10立法メート

ル以下 
835円 1,110円 

10立法メートル越え

20立法メートル以下 
100円 133円 

        
20立法メートル越え

40立法メートル以下 
120円 172円 

        
40立法メートルを越

えるもの 
145円 185円 

業務

用 

10立法メート

ル以下 
1,545円 1,785円 

10立法メートル越え

20立法メートル以下 
100円 180円 

        
20立法メートルを越

えるもの 
145円 185円 

大口

用 

300立法メー

トル以下 

32,345

円 

45,300

円 

300立法メートルを

越えるもの 
145円 185円 

公衆

浴場

用 

100立法メー

トル以下 
8,350円 

11,000

円 

100立法メートル越

え300立法メートル

以下 

90円 120円 

        
300立法メートルを

越えるもの 
110円 125円 

備考 家庭用で1月の使用水量が10立法メートル未満のものに係る水道料金について 

 は、その使用水量との差1立法メートルにつき40円（53円）を減額するものとし、そ 

 の限度を120円（159円）とする。 
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【附属資料 ３】 

 

公共下水道事業に関する審議経過 

 

下水道事業は、雨水処理事業と汚水処理事業の２つに分類され、「雨水公費、汚水

私費」の原則から、汚水処理に係る経費については、受益者である使用者からの使用

料収入によって賄うことが原則とされている。 

あわせて、地方公営企業法において料金は、能率的な経営の下における適正な原価

を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければなら

ないとされており、当審議会は、 

「１．経営戦略に基づく財政計画の策定」、 

「２．使用料水準の算定」、 

「３．使用料体系の設定」の手順で審議を行った。 

 

１．経営戦略に基づく財政計画の策定 

 新居浜市下水道事業経営戦略をもとに、使用料算定期間を設定したうえで算定期間

内の処理水量や収支を見込んだ。 

(1)使用料算定期間の設定 

 国から概ね３年から５年ごとの下水道使用料の検証と見直しを求められていること

などから、料金算定期間は令和４年度から７年度までの４年間とした。 

(2)処理水量予測 

 これまでの実績や人口推計などをもとに、処理水量を予測した。 

(3)事業計画の策定 

 下水道事業の現状と課題を整理するとともに、中長期的な事業運営方針として、更

新需要の見通しと財政収支の見通しを均衡させて策定した下水道事業経営戦略をもと

に、算定期間中の事業計画を策定した。 

(4)目標の設定 

 下水道事業の現状と課題を整理したうえで、料金算定期間において最低限確保すべ

き目標を設定した。 

ア 投資計画の実行 

 管路や施設の老朽化対策や耐震対策を計画的に進めるため、投資計画について先送

りすることなく実施する。 
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イ 企業債残高の抑制 

 類似団体などと比較してかなり高い水準にある企業債残高について、使用料収入の

減少が想定される中、将来世代に過大な負担を残さないように企業債残高の縮減を図

る。 

ウ 一般会計繰入金の抑制 

 下水道事業サービスの安定供給と一般会計に多大な負担をかけないためには、繰入

金に依存しない自立した経営基盤を構築していく必要があり、汚水処理費用について

は可能な限り使用料収入で賄えるよう、段階的に見直しを行っていく。 

エ 最低限の経営努力の実現 

 使用料単価について、最低限の経営努力として国が求める１㎥あたり１５０円を上

回る単価を実現する。 

  

２．使用料水準の算定 

 現行使用料及び条件設定の異なる複数の財政シミュレーションを比較検討した結

果、次の結論に至った。 

(1)財政シミュレーションの結果 

ア 現行使用料で据え置いた場合 

 国が求める最低限の経営努力である使用料単価１５０円／㎥を実現することができ

ず、あわせて一般会計繰入金の抑制も困難となることから、使用料改定を検討する必

要があると判断した。 

イ 使用料改定を実施した場合 

 資本費参入率６５％から１００％のパターンについて比較検討した結果、資本費参

入率７０％、平均８．７％の使用料改定を実施すれば、国が求める最低限の経営努力

である使用料単価１５０円／㎥及び一般会計繰入金の抑制についても達成することが

でき、必要な投資と財政のバランスも取れて持続的な経営が可能となることから、こ

の改定率をもって使用料改定することが適当であると判断した。 

(2)使用料改定の時期 
 財政シミュレーションを比較検討した結果からは、早期の実施が望まれるが、市民

への周知期間の確保を考慮し、令和４年度中のできるだけ早い時期に改定するのが適

当であると判断した。 

３．使用料体系の設定 

 使用料体系については、公正妥当なものでなければならず、かつ健全な経営を確保
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できるものでなければならない。 

財政シミュレーションを比較検討して算定した平均改定率に基づく使用料収入の総

額について、下水道使用者にどのように配分して負担してもらうか、料金体系につい

て比較検討した。 

 

(1)使用料体系の現状 

 新居浜市の使用料体系は、基本料金と従量料金からなる二部料金制である。また、

従量料金については使用量の増加に応じて料金単価が高くなる逓増性の料金体系を採

用している。 

 この基本料金と従量料金の割り振りについては、減価償却費や維持管理費などの固

定的経費を全て基本料金とするのが最も安定的な料金体系であるが、これをすると基

本料金が著しく高額となることから、固定的経費を基本料金と従量料金に振り分ける

ことで基本料金の低廉化を図っている。 

 

(2)使用料体系の課題 

 ア 基本料金 

 今後も使用料収入の減少が見込まれる中で、使用水量が減少しても直接固定的経費

の減少につながらないため、現行の料金体系のままでは必要な固定的経費を賄うこと

ができなくなる。 

イ 従量料金 

 使用水量が減少する中で、逓増性の料金体系は逓増度が高いほど需要の減少以上の

収入減を招くことになる。 

 

(3)見直しの方向性 

 使用量体系の現状と課題を踏まえ、次のとおり見直しの方向性を定めた。 

ア 基本料金 

 固定的経費が大半を占める汚水処理経費において、経営の安定化を図るためには使

用水量の増減に影響されないよう、基本料金の比率を高めることが適当である。 

イ 従量料金 

 経営の安定性及び負担の公平性の観点から、逓増度を緩和することが適当である。 

ウ 少量使用者への配慮 

 一人暮らしの高齢者や年金生活者など少量使用者へ、引き続き配慮することが適当

である。 
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使用料（案） 
     

（税抜き） 

区分 使用料（１月につき） 

  
基本水量 

基本料金 超過料金（排除汚水量1立法メートルにつ 

  現行 改定後 き） 現行 改正後 

一般汚水 10立法

メートル

まで 

950円 1,100円 
10立法メートル越え

20立法メートルまで 
130円 140円 

      
20立法メートル越え

50立法メートルまで 
175円 185円 

        
50立法メートル越え

100立法メートルまで 
200円 210円 

        
100立法メートルを超

えるもの 
215円 220円 

湯屋汚水 排除汚水量1立法メートルにつき 25円 25円 
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【附属資料 ４】 

 

新居浜市上下水道事業運営審議会委員名簿 
    

  氏 名 役 職 備   考 

1 羽鳥 剛史 会長 学識経験のある者 

2 坂上 公三 副会長 関係機関及び関係団体の代表者 

3 尾崎  恵 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

4 藤田  武 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

5 田村 昭一 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

6 八山 博幸 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

7 飯尾 和之 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

8 宮川 まゆみ 委員 関係機関及び関係団体の代表者 

9 中沢 真理子 委員 水道又は公共下水道の使用者（公募） 
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【附属資料 ５】 

新居浜市上下水道事業運営審議会開催状況 

区分 開始日・場所 審議内容等 

    ・委員委嘱 正副会長選任 

第１回 令和３年７月２１日㈬ １３：３０～ ・諮問 

  新居浜市役所３階 応接会議室 ・水道事業の概要について 

    ・下水道事業の概要について 

    ・水道事業の経営状況、経営戦略、 

 経営見通し等について 
第２回 令和３年９月１日㈬ １３：３０～ 

  消防防災合同庁舎５階 災害対策室 ・下水道事業の経営状況、経営戦 

 略、経営見通し等について     

    ・水道料金のあり方（料金水準）に 

 ついて 第３回 令和３年１０月５日㈫ １３：３０～ 

  消防防災合同庁舎５階 災害対策室 ・下水道使用料のあり方（料金水 

 準）について     

    ・水道料金のあり方（料金体系）に 

 ついて 第４回 令和３年１１月１６日㈫ １３：３０～ 

  消防防災合同庁舎５階 災害対策室 
・下水道使用料のあり方（料金体 

 系）について     

  令和３年１２月２０日㈪ １３：３０～ ・答申書（案）のとりまとめについて 

第５回 消防防災合同庁舎５階 災害対策室   
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【附属資料 ６】 

新居浜市上下水道事業運営審議会条例 

 

（設置） 

第１条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１４条の規定に基づき、新居浜市上下水

道事業運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

（１）水道事業及び公共下水道事業の運営に関し、管理者（地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第７条に規定する管理者をいう。以下同じ。）から諮問された事項 

（２）前号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、管理者が委嘱し、又は任命する。 

（１）学識経験のある者 

（２）関係機関及び関係団体の代表者 

（３）水道又は公共下水道の使用者 

（４）その他管理者が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

  



 

 
20 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは

説明を聴き、又は委員以外の者に対し資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、上下水道局において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 


